
 

 

 

 

 

○機構と厚労省において、助成金業務の現状・問題点を密接に情報交換 

 →助成金の適正支給のための制度改善を実施 

○地方業務部門と職業安定機関との情報交換＇699回（ 

 →地域における障害者の雇用・失業情勢や事業所における助成金ニーズに関する情報交換 

関係機関との密接な連携 

 

○不正受給防止対策の強化 
  ・不正受給防止事務実施チェックリストによる窓口での厳正な審査点検の徹底 

  ・不正受給に関する障害⇔高齢部門間の情報交換会議の開催（4回） 

○厳正な調査を実施 ＇調査件数264件 （ 

  ・一定の支給額（450万円）以上の全事業所、過去に不正受給が生じた業種の事業主等を調査 

○業務担当者会議の開催 

 ・ケーススタディによる不正受給案件の内容・手法等を説明し、対策を指示 

○不正受給への対応 

 ・「不正受給防止マニュアル」に基づき、関係機関との連携や調査を実施 

  

 

○ホームページの活用 
 ・認定申請書・支給請求書・事業計画書の様式を助成金のパターン別に 
   共通化し、ホームページから様式をダウンロードできるようにしたこと 
   により、利用者サービスを向上 

○事業主の満足度向上のための取組 

 ・地方業務部門の窓口対応、ホームページの利用状況についてのアンケート調査を実施 

 （調査票送付数：400件 回答数：258件【回収率：64.5％】） 

 「窓口満足度」 対応：88.8％(平成22年度88.4％） 説明：86.8％ (平成22年度84.4％） 

 「ホームページ利用状況」 利用：68.2％（平成22年度48.5％） 

○助成金の効果的な活用促進のための対策 

   ・公共職業安定所・地域センターとの連携強化による要支援事業所情報の確実な把握 

  ・連携強化の好事例の地方業務部門へのフィードバック→助成金支給につながったケースが増加 

 ・事業主説明会の積極的実施（809件） 

効果的活用に向けた周知・広報・活用促進対策 

障害者雇用納付金に基づく助成金の支給業務 

助成金支給件数 
H23 27,690件 

H22 27,518件 
H21 27,278件 

助成金支給額 
H23 6,910百万円 

 
H22 7,879百万円 
H21 7,747百万円 

H22 0件 
H21 1件(19・21年度不正受給 

     /全額返済済み） 

H20  0件 

H19 1件(16年度不正受給 

           /分割返済中) 

不正受給件数 
H23 1件 

（返済方法協議中） 

窓口対応サービスに対する事業主の声 
○何度も丁寧に説明いただいた上、質問についても理解できる 
 まで時間をかけて説明してくれました。  
○書類の書き方についてわかりやすく説明いただき、順調に 
 書類提出ができました。 
     

厳しい雇用情勢の中でも件数が増加 
↓ 

障害者雇用に貢献(支給対象者19,651人) 

適正な支給業務の実施 



評価シート００ 

障害者職業生活相談員資格認定講習 

就労支援機器の普及啓発＇貸出し（ 

障害者の雇用に関する調査研究の実施 

マニュアル・好事例集 

障害者ワークフェア 

その他の啓発事業 

定期刊行誌「働く広場」の発行 

自己評価 Ａ 

各種講習、相談・援助、 

実践的手法の開発、 

啓発等＇障害（ 



評価の視点 

・障害者職業生活相談員資格認定講習の内容の充実を図っているか。 

・障害者雇用に関する専門的な知識と経験を有する者を活用して、特に困難な課題を抱える事業主に対する障害者の  
  職域拡大や雇用管理等に関する相談・援助を効果的に実施しているか。 

・障害者雇用に関する専門的な知識と経験を有する者による相談・援助への活用を図る観点から調査研究のテーマを 
  設定しているか。 

・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等の利用しやすい報告書、マニュアル等に取りまとめている 
  か。 

・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等が有効に活用できるようホームページで情報提供を行っ 
  ているか。 

・事業主等に対して障害者雇用事例等を提供する「障害者雇用事例リファレンスサービス」の充実を図り、企業のニー 
  ズに対して迅速かつ的確な情報提供を行っているか。 

・就労支援機器を広く事業主に普及・啓発するため、ホームページ等を通じた情報提供、就労支援機器の効果的な活 
  用に係る相談等を実施しているか。 

・就労支援機器の利用率＇全機器の貸出累計月数．延べ保有台月数（を常態において５／％以上となっているか。 

・障害者ワークフェアの来場者にアンケート調査を実施し、有効回答のうち７／％以上の来場者から障害者の雇用問題 
  についての理解が深まった旨の評価が得られること。 

・定期刊行誌の一層の充実に向けた検討を行っているか。 

・ホームページを活用した情報提供、新聞・テレビといったマスメディア等の活用等による啓発広報活動を実施している 
  か。 



障害者雇用に関する各種講習、相談・援助、実践的手法の開発、啓発等① 

○講習内容の充実 
 【従来の内容に加え、発達障害者等の障害特性や精神障害 
  者の職場復帰に向けた支援内容を盛り込み、内容を充実】 
○受講者への利便性に配慮 
 【全国で近隣県での受講が可能、交通の利便性を考慮した 

   場所の設定】 

○障害を有する受講者が受講しやすい配慮 

 【手話通訳の配置、視覚障害者に配慮した資料の提供、 

  駐車場の確保、複数の講習機会を組み合わせての受講】 
○テキストの改訂 

 【地方業務部門の業務、新設の助成金＇職場支援従事者 

  配置助成金等（の項目の追加、「障害者の健康と安全」 

  の項に発達障害者に関する記載を追加】 

講習実施回数９ 69回 
    ＇22年度実績68回、22年度比101.5％（  

講習修了者数９ 4,016人  
   ＇22年度実績 3,881人、22年度比103.5％（ 

 
受講者へのアンケート調査の結果 

「有用であった」との 
 回答 96.6%  
 
【受講者の声】 
「障害ごとの特性や配慮事項が具体的事例とともに示され、実際の職場での対応のヒント 
 となった」 
「身体障害者のみを雇用していた職場にアスペルガー症候群の者を受け入れることに 
 なったが、その対応について糸口が見つかった」 
「自社にもうつ病により休職し、復職に向けてリハビリ出社をしている者がいるが、今回の 
 話は今後の対応について大変参考となった」                    

  障害者職業生活相談員資格認定講習  
重点事項９認定講習の内容の充実とニーズに応じた 
       受講機会の確保 

障害者の採用、配置その他雇用に関する 
相談・援助を実施 

相談件数９1,121件 
各種講習での講師９48回 
      (合計受講者数９2,940人（ 
              

 【相談事例】 
  全国で複数ある工場での障害者の受入れを検討しているが、社内の理解・ 
 関心が希薄で、障害者雇用が進まない状況を改善したい。 
 → 事業所の状況に応じた具体的な取組を提案 
    ・障害者雇用数に応じて各工場を表彰する制度の導入 
    ・工場での障害者雇用に係る人件費負担を本部がサポート 
    ・人事本部で障害者雇用に取り組み、そのノウハウを各工場に提供 等 

 事業主に対する雇用相談・援助 

新規 

重点事項９障害者雇用エキスパートによる特に困難な 
       課題を抱える事業主や中小企業に対する 
       相談・援助の実施 
○障害者雇用エキスパート(4人)の配置 
  特例子会社の経営等の経験や、就労支援機器に関する資格を 
  有する障害者雇用エキスパートを配置 

○個別相談の実施 
  基礎的な情報提供等は各地方業務部門で行い、より困難で 
  個別の課題を抱える事業主に対しては、以下のような相談を 
  障害者雇用エキスパートが実施 
    ※企業の障害者雇用に係る方針に関する相談・助言 
    ※特例子会社の設立・運営に関する相談・助言 
    ※就業規則や賃金体系等の労働条件に関する相談・助言 
    ※就労支援機器の活用に関する相談・助言  など 

○集団方式による指導・支援 
  大都市圏、または障害者雇用に当たって地域資源の尐ない 
  地域の地域センター、ハローワーク、事業主団体等が開催する 
  各種講習・セミナーに講師として障害者雇用エキスパートを派遣 

新規 



障害者雇用に関する各種講習、相談・援助、実践的手法の開発、啓発等② 

実践的手法の開発・提供 
○事業主のニーズ、国の施策動向を踏まえた実践的 
  手法の開発 

  

 ○わかりやすいマニュアル・好事例集の作成 

・多様化する特例子会社の経営・雇用管理の 
 現状及び課題の把握・分析に関する調査 
  近年、その数を増やしている特例子会社における雇用管理や 
  経営の実態及び課題について、アンケート調査及びヒアリング 
  調査により把握するとともにその結果を学識者、事業主等で 
  構成する委員会において様々な観点から分析。(1,630部作成（ 

・発達障害者のための職場改善好事例集 
 ，平成23年度職場改善好事例募集の入賞事例 
  から， 
  発達障害者を対象として、様々な業種、職種における雇用管理 
  や職場環境の整備等職場における改善・工夫を行った事例を 
  収集。全国からの応募75事例の応募に対し、専門家等で構成 
  する委員会の審査により入賞事例13事例を選出。それらの事例 
  についてさらに取材・分析。(12,000部作成（ 
  

・障害者雇用マニュアルコミック版  
 「発達障害者と働く」 
  発達障害の特性や、わかりやすい作業指示の出し方、コミュニ 
  ケーション上の留意事項等のノウハウについて読みやすく、 
  理解しやすいコミック形式で事例を取りまとめ。(15,000部作成（ 
 

 
 

機構ホームページを活用した普及 

○報告書 
 ･これまでの報告書の一覧表の掲載、年度別・障害別の検索､ 
  サマリー ＇要旨（の掲載。 
○マニュアル等 
 ・成果物の一覧の掲載、ＰＤＦファイルの掲載。 
○障害者雇用事例リファレンスサービス 
 ・障害者雇用に関する全国の事業所の事例をデータベース化 
  して公開。 業種や障害ごとに検索することが可能。 
                        ＇掲載事例数９1,696件（  
 

読みやすさに配慮するとともに、発達障害者が働く中で、生じる 
ことの多い課題場面を幅広く取り上げ、場面ごとに対応を解説。 
 ・親しみやすい絵柄によるコミック形式での説明。 
 ・解説ページを設け、コミック部分で十分説明できなかった事項を補完。 
 ・発達障害の障害特性を解説するとともに、発達障害者支援センター 
  をはじめとする各種支援機関及びそこでの支援内容を紹介。 

｢わかりやすい｣｢使いやすい」「見やすい」 
 よう、編集を工夫。 
 ・ポイントが一目でわかるよう、事例ごとに 
  「キーワード」を設定。 
 ・事例ごとに「改善前の状況」「改善内容」 
  「改善後の効果」 から構成される「取り組 
  みの概要」を掲載。 
 ・他の企業でも活用できるよう、実際に使用 
  されている研修カリキュラムや作業マニュ 
  アルを掲載。 

特例子会社の経営・雇用管理等のデータを見やすく説明するとともに、 
特例子会社を設置・運営する際に参考となる事例や留意事項を提示。 
 ・アンケート調査結果は表やグラフ、図で紹介。 
 ・統計用語について解説を加えるとともに、詳細な統計分析の結果は本文 
  ではなく、参考資料として掲載。 
 ・ヒアリング結果は事例ごとに小見出しを掲載。 
 ・報告書とは別に、読みやすい要約版を作成。 
 
  

【事業主】 
・上肢に障害がある従業員のために、他社の改善好事例を参考に治具を導入したことによ  

   り、作業を効率的に行うことができた。  

・複数人雇用した知的障害者の職場定着を進めるに当たり、コミック版マニュアルを従業員 

 の研修資料として活用したところ、障害特性やサポート内容について理解が進んだ。 

【支援機関】 
・てんかんのある人を雇用している企業に対し、配慮事項をマニュアルをもとに説明したとこ 

 ろ、疲労が蓄積しないための体調管理の必要性について理解が得られた。 

・中途失明者の再就職や復職のための相談を受けるに当たって、必要なサポート内容を確 

  認することができた。  

大いに役に
立った 59.8％ 

役に立った 
33.5％ 

どちらとも 
いえない

6.4％ 

あまり役に 
立たなかった 

0.3％ 

各種成果物に対する利用者アンケート 

障害者雇用に取り組む上で 「役立った」と回答  93.3％ 



 
 

○最新情報のホームページの掲載等 
 ・掲載内容の更新(年１回)、掲載機種数＇０３／機種（・０６機種追加 
 ・事業主の利便性を図るため、個々の機器の貸出し状況を表示 
 

○地方業務部門等を通じた貸出制度の周知 
 ・地方業務部門が周知を行うこととし、周知回数に係る目標を設定し、その進捗を管理 
 

○障害者雇用エキスパートによる啓発 
 ・事業主を対象とした講習会に就労支援機器担当の障害者雇用エキスパートを派遣し、 
  機器について説明 
 ・地方におけるミニ展示会の試行的開催や、機器展示コーナーを活用した講習会の開催 
 

○その他 
 ・広報媒体の積極的活用＇「働く広場」への原稿掲載、毎日小学生新聞の 
  取材対応等（、 関係機関によるセミナー等でのリーフレットの配布 等 

機器の普及 

障害者雇用に関する各種講習、相談・援助、実践的手法の開発、啓発等③ 

新規貸出し機器をトップページ
に最新情報として掲載 

新規 即時更新 

貸出事業所に対する相談・フォローアップの実施 

就労支援機器の普及・啓発 

新規 

○機器選定や活用に関する相談、援助 
○新製品の情報提供、機器の変更に係るアドバイス 
○貸出期間中におけるフォローアップの徹底 
○貸出終了直後に、事業主及び機器を利用する 
  障害者に対して、アンケートを実施 
○アンケートの自由記述等を踏まえ、ニーズに応じた支援機器を整備 

 
 
 
 
  

アンケート結果 

実績 

○利用率９75.6％ 
              (前年度 61.3％（ 
○貸出し事業所数 

    ９148事業所 ＇前年度 140事業所（ 
○ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ件数９329,307件 

目標 ５／％以上 

○満足度＇大変役に立った・役に立った（９ 

                      92.5％ 
○機器購入・賃借＇予定含む（事業所９45.0％ 
○意見から 
 ・機器の選定段階の相談から、機器の設置に 
   至るまで丁寧に対応してもらい感謝している。 
 ・高価な機器であっても、効果は実際に使用 
  してみないとわからないので役に立った。 

○アンケート結果を踏まえた新規貸出機種の 
    整備 

トランスフォーマー 
小型・軽量の据付型拡大 
読書器の要望があった。 

ズーマックス・スノー 
操作の簡易な携帯型拡大 
読書器の要望があった。 

福祉情報技術ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
有資格者が利用状況の確認、 
助成金の情報提供等の 
支援･ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実施 

 
 

貸出事業所に対する相談・フォローアップの事例(視覚障害者（ 

新機器の導入、保有台
数の調整、機種の入れ
替え等により、多様な
品揃え 

アンケート結果を踏まえた新規貸出機器の整備＇例（ 

 

限られたデスク 

スペースにおいて 

・手書き作業 

・ＰＣ入力作業 
を両立させたい 

当初の 

支援ニーズ  

 

・軽量、省スペース 

 型の拡大読書器 

・手元の書類及びPC 

   画面を０つのモニタ 

  で同時に見ることが 

  できる拡大読書器 

エキスパート
の提案 

 

 

 手書き作業の際、 

 文字が見えづらい 

新たな 

支援ニーズ  

 省スペース型かつ 

 コントラストが鮮明 

 な拡大読書器 

エキスパート
の再提案 

両者を使い比べ
て、使い勝手を確
認 

展示コーナー
で実際に操作
を体験 

過去最高 



障害者雇用に関する各種講習、相談・援助、実践的手法の開発、啓発等④ 

  
  

  
   

出展数０４０企業・団体 

障害者雇用問題の理解度    

障害者ワークフェア 

開催の工夫 

０  障害者雇用優良事業所等表彰式 

来場者の声 

１ 障害者雇用支援月間ポスター 
   原画入賞作品展 

２  マスメディア等を活用した広報・啓発活動 

事業主や国民一般に障害者の雇用の促進と職業の安定を図るための啓発事業を実施 

 H23.11.22～23 埼玉県さいたま市＇埼玉県、さいたま市等と共催（ 

職業と福祉の総合的なイベント 
 ・全国の先進的企業による障害者雇用に関する展示 
 ・障害者職業能力開発施設による訓練内容の紹介  
 ・障害者就労支援機器・生活支援機器等の展示・体験 
 ・障害者雇用事業所の担当者・当事者による事例発表などのｾﾐﾅｰ  
 

 ① 地元関係機関との連携、協力による小中学生等を含めた 
   幅広い層に対する周知・広報等の実施     

 ② 広いスペースを活かした来場者が見学・参加しやすい 

   会場設営＇企業や支援機関の取組を分かりやすく紹介 

   するエリア、技能体験コーナーや特設ステージでの多 

   様なプログラム（    

ポイント 

 ③ 震災復興応援コーナーの設置（被災地の事業所、福祉施設 

   の紹介、製品の販売）   

 ④ 障害者の就労・職業適性に加え、精神障害者の就労支援 
   機関及び障害年金に関する相談に対応するための独立した 
   相談コーナーの設置 

 ⑤ アビリンピック競技種目のデモンストレーションの実施    新規 

   来場者数 ３７,１００人 

８６－１％ （目標値：８０％以上）  

・こんなにたくさんの企業が障害者を採用していたのかと思うと就職できる気がしてきた。（障害のある方） 
・障害者向けの職務の種類について、他社での取組が参考になった。（人事担当者） 
・障害者の働く場について､多くを知ることができ、直接担当者と話せてよく理解できた。（会社員） 
・企業ごとに様々な雇用の方法があり、工夫次第で雇用の幅が広がると思った。（会社員） 
・会場が広く、様々な企業の展示が見られたのがよかった。（会社員） 

拡充 

新規 

アンケート調査結果 

拡充 

事例発表 

ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ（喫茶ｻｰﾋﾞｽ） 

震災復興応援ｺｰﾅｰ 

職業適性相談ｺｰﾅｰ 

ｽﾗｲﾄﾞを活用した受賞企業等及び表彰内容の紹介 

各障害に対応した会場レイアウト 

表彰時の受賞者の安全な導線確保 

９月の障害者雇用支援月間を中心とする啓発活動 

東京、大阪、福岡、札幌、 
埼玉＇障害者ワークフェア内（  

節電対策に配慮し、作品の照明にLEDを使用 

開催の工夫 

・ ｢拡がる障害者雇用 障害者と企業が共に成長｣ 
 と題して､先進企業の取組事例の紹介、学識者に 
 よる提言等の記事広告を掲載 
  (読売新聞９9/4朝刊)  
・当機構の行っている職業リハビリテーションの取組 
  についてマスコミへ積極的な情報提供を行い、その 
 内容が報道されることによって広く社会一般の障害 
 者雇用についての理解を促進 
・ポスターを全国郵便局等(1,151箇所)に掲示 新規 

 

 各都道府県における表彰式 

  各都道府県において、障害者雇用優良事業所等に対し、機構 

 理事長名よる表彰＇機構理事長努力賞（を実施。 

＇被表彰者275人（ 

  

地方における啓発活動 

日経BPNet  2011.8.17号 
特集｢’’復職するのはあなた’’を合言葉に、当事者、
事業主、主治医の２者をｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄする特徴あるﾘﾜｰｸ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」において当機構｢リワーク支援｣を紹介 



定期刊行誌「働く広場」の発行 

    

       54,000部 障害者雇用率未達成事業所等に配布 発行部数 

 
 
 内閣府主催「障害者週間連続セミナー」に 
 参画し読者以外へも当該定期刊行誌をPR 
【テーマ】 「精神障害者の雇用は、今！Vol.3～雇用事
例から見る職場定着のポイントと課題～」 

【パネリスト】企業総務担当者、医療担当者、就労者、
行政担当者、障害者職業カウンセラー 

【内  容】コーディネーターによる精神障害者雇用の
現状と課題の解説及び事例紹介ののち、精神障害者
の職場定着を図る方策について、パネリストのそれぞ
れの立場から意見発表及び討論を行った。 
【開催日】  ０１月７日＇木（明治学院大学アートホール 
【誌上採録】  座談会の内容については「働く広場」 
   ＇２月号（で掲載した。 

誌
面
の
充
実 

 ・障害者の雇用事例や情報が豊富 
 ・個々が抱える障害に合った働き方が参考になる  
 ・“働く”ことに特化している 
 ・先進事例が詳しく記事になっている 

参考になった理由 

•年１回実施 
 ０回目「誌面の評価」、１回目「読者の具体的ニーズ」につ
いて実施 

読者 
アンケート 

 
 
・学識経験者７人、年１回 
・編集方針の決定 など 

編集委員会の開催 

助言・指摘 

ニーズ・意見 

「ＮＯＴＥ」において23年度は職域拡大が求められ
ている「視覚障害者」の事務職、企業内ヘルス
キーパー等での雇用事例や就労支援機器の活用
を取り上げた 

東日本大震災により被災した障害者や事
業主の復興への取組、支援者の活動や各
種支援情報等の関連記事を毎号掲載 

注目されているテーマに関して、多方面の
情報を集中して提供するため特集号を作成 

より分かりやすい表記とするため、官庁用語の使用や漢字
を減らし、一部の固有名詞や読み方の難しい言葉に読み
がなを付けるとともに、年号・数値の表記を統一 

 

「大変参考になった」
「参考になった」      
96.6％ 

アンケート調査結果 

「就労者、会社、行政、支援機関等のそれぞれの立場の 
 考え方、役割、連携について体系的に理解できた。｣ 

 
 
 
 
 
 
 

誌面の評価 

アンケート調査結果 

ホームページでの誌面公開 
○テキスト版＇視覚障害者対応（ 
   及びPDF版の一括ダウンロー 
    ドファイルを掲載 
○１年分のバックナンバーを掲載 
○１年分の取材先一覧を掲載 
  

・書店での試行販売先を拡大(全国０／か所) 

・ホームページでの閲覧の周知用チラシを作成し、    

 見本のバックナンバーとともに周知配布 

拡充 

        事業主等に障害者の雇用についての知識・技術等を提供 
        →優良企業、優秀勤労障害者の事例紹介 

発行目的 

新規 

新規 

聴講者の声 
「非常に参考になる」 

「参考になる」 

91.6％ 



評価シート０１ 

第７回国際アビリンピックへの日本選手の派遣 

地方アビリンピックの開催 

全国障害者技能競技大会＇アビリンピック（の開催 

自己評価 Ｓ 

評価の視点 

・国際アビリンピック派遣選手に対して、各競技種目の専門家及び派遣選手が所属する企 
  業等と連携して強化指導を実施し、選手が持てる力を発揮できるように支援したか。 

・各都道府県における障害者の技能競技大会＇地方アビリンピック（を毎年効率的かつ効果 
  的に開催・運営されるよう取り組んだか。 



障害者技能競技大会＇アビリンピック（の開催① 
 

 

○開催期間 平成２３年９月２５日～３０日（６日間） 

○開 催 地 大韓民国ソウル市 

○参加状況 52か国・地域 1,533人参加 

      （うち技能競技：36か国・地域、延べ451人参加） 

○技能競技 職業技能競技(３３種目)､生活余暇技能競技(７種目) 

○そ の 他 国際シンポジウム、展示会等 

 
 
 

・金メダル ２人 (０人) 
・銀メダル ４人 (２人) 
・銅メダル ７人 (１人)  
・特 別 賞 ５人 (０人) 

 

   計  １８人 (３人) 

表彰式９データベース＇基礎（ 

日本選手 
金･銀獲得 

○ 競技内容が国内大会と概ね共通する職業技能競技 
  １６種目に３１人を派遣 
 

○ 派遣選手への強化指導の実施 

  競技がすべて英語で実施されること及び主催者 

  が作成する競技課題の傾向を踏まえた強化指導 
  ・派遣選手ごとに強化指導計画を作成 
  ・英語で作成された公表課題の翻訳、 
     参考図書・教材の配付 
  ・英語環境のパソコン機器、ソフトの貸与 
  ・専門家による指導 
  ・訪問指導 92回 
  ・メール・電話による指導 202回 
 

○ 派遣選手の入賞状況   

 
 

 選手の安全・健康を確保するとともに、環境が 

 異なる海外で日ごろから培った能力を余すこと 
 なく発揮できるようさまざまな支援を実施 
 

○ 事前の調査等［平成23年６月］ 
 ・競技会場・宿泊施設の調査 
 ・第７回国際大会(静岡)の経験を踏まえた、 
  主催団体への助言 
 

○ 大会期間中の選手に対するきめ細かな 
  準備・配慮 
 ・言語通訳者の日本からの同行及び競技内容の 
  十分な伝達と事前打合せの実施 
 ・車椅子利用者(6人)､視覚障害者(1人)、 
  知的障害者(6人)､精神障害者(2人)の選手に 
  介助者を配置 
 ・独自の宿舎確保、連絡バス運行 
 ・医師・看護師・手話通訳者の同行  
 ・聴覚障害者の宿舎室内に信号装置の設置 
 

○ ６か月前から競技直前までの強化指導の 
  実施 
 ・14種目について、当該分野の専門家による 
  現地での強化指導 
 

○ 選手団員相互の密接な連絡体制の確保 
 ・携行資料(マニュアル)を作成し、オリエン 
  テーションを開催し丁寧に説明 
 ・事務局職員､選手への携帯電話の配付 
 

○ 日本代表選手としての意識の高揚の促進 
  ・皇太子殿下のご接見 
 ・厚生労働大臣への表敬訪問 
 ・在韓日本大使主催の激励会 

海外開催では新規 

海外開催では 

過去最高 

第７回国際アビリンピックの概要 

平成１１年度 第２１回 

神奈川大会の成績優秀者 

選手へのさまざまな支援等 

第７回国際アビリンピックへの日本選手の派遣 

毎月、実施状況を確認 

宿泊施設の調査 

主催団体への助言 

独自の連絡バス運行 

聴覚障害者用室内信号装置 

オリエンテーションでの説明 

厚生労働大臣への表敬訪問 

在韓日本大使による激励会 

新規 

新規 

新規 

競技９ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成 

外国選手との交流 

海外で開催された前回大会は、平成１５年
の第６回インド大会。 
日本からは１３種目に２０人を派遣。入賞
状況は、＇  （のとおり。 



 
 
 

 

障害者技能競技大会＇アビリンピック（の開催② 

○ 参加選手のコメント 
 ・「こういった機会を与えてもらったことに感謝している」 
 ・「さまざまな国の人たちと交流でき、良い経験になった」 
 ・「職業能力の向上の次の目標が見えた」 
 ・「大会で学んだことを後輩たちに伝えていきたい」 
 ・「多くの皆様にも経験していただきたい」 
 ・「今回の大会を機に、障害者の技能をもっと多くの人に知って 
  いただき、経営者にも理解していただきたい」 

  

  

 
○ 競技参加選手数  ２，５４７人  
    うち、知的障害者：1,692人（22年度比 135人増） 
        精神障害者：  154人（22年度比   23人増） 
 
○ 競技実施種目数   延べ ３３４種目 
      うち、知的障害者参加種目数： 193種目（22年度比 18種目増） 
         精神障害者参加種目数：   83種目（22年度比 24種目増) 
 
  ［選手数及び種目数の推移］ 
 
 
 
 
 
 
○ 全国大会実施種目の割合 ９１．９％ 
 

○ 総来場者数（併催イベント 来場者含む） ４４,８８０人 
 

○ マスコミの反響 〔 テレビ･ラジオ ３５件 新聞等 ９４件 〕 

 ① 都道府県、障害者団体及び 

       企業との連携の強化 

 ②  全国大会の種目重点化を踏まえた 

        競技種目の見直し 

取組のポイント 

◎ 一般の職業能力開発イベント（ＷＡＺＡフェスタ２０１１（静岡））等 
     との併催（３県） 
 

◎  障害者ワークフェアでのデモンストレーション実施（喫茶サービス等） 

過去最高 

過去最高 

過去最高 

過去最高 

新規 

○ マスコミの反響 入賞者の競技結果の報道 

○ 金メダリストへの障害者技能表彰 

○ 選手の活躍状況等を記録したＤＶＤの作成  
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで

公開 

首相から直接授与 

政府インターネット
テレビで公開 

障害者ワークフェアで紹介 

実施状況 

20年度 21年度 22年度 23年度 

選手数 2,364 2,412 2,423 2,547 

種目数 314 312 309 334 

地方アビリンピックの開催 参加選手の声及びマスコミでの反響等 

新規 

新規 

障害者の職業能力のさらなるアピール 

静岡県大会(WAZAフェスタ2011)木工競技 



職業能力開発事業 



評価シート０２ 
自己評価 Ｓ 

離職者を対象とする職業訓練   

 の実施 

 

離職者訓練 

評価の視点 

・訓練修了生の訓練終了後３ヶ月時点の就職率を各年度とも８０％以上とすること。 

・地域ごとに、事業主団体等から意見を聴くことなどにより人材ニーズを把握した上 

  で、真に必要とされている訓練コースを設定したか。 

・当該地域において民間では実施できないもののみに限定して実施したか。 
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離職者訓練① 

就職率 
＇数値目標 80％以上（ 

  ７３－５％  
   ＇７１－５％（ 

      うち常用労働者の割合５８－４％ 
                ＇５７－５％（ 

※平成23年３月から平成24年０月までに終了した訓練コースの２か月後の 

  実績。＇（内は前年度実績。ただし、平成24年4月以降に終了するコース 

  のうち、平成24年２月までに中退就職した者を含む。 

  (修了者数13,201人、就職者数10,739人、中退就職者数2,830人（ 

※平成24年１月及び２月に終了した訓練コースの受講者(5,543人（の就職 

  状況は追跡調査中。 

※就職率は、公共職業訓練月次報告要領に基づき、 

 (就職者＊中退就職者)．(修了者＊中退就職者)で算出しており、訓練導入  

   講習である橋渡し訓練の修了者数(1,745人)を除く。 

安定所就職率(%) 

機構施設内訓練就職率(%) 
※各年度翌年３月末現在の就職率 
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81.5% 
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7月末 8月末 9月末 10月末 11月末 12月末 1月末 2月末 3月末 4月末 5月末 6月末 

平成22年度 
平成23年度 

平成１２年度就職率実績推移＇対前年同期比較（ 

〈雇用失業情勢〉 
・完全失業率（平成23年度平均）   ４．５％ 
・有効求人倍率（平成23年度平均） ０．６８倍 
（出所）完全失業率・・・労働力調査(岩手県、宮城県及び福島県を除く。) 
    有効求人倍率・・一般職業紹介状況 

平成１１年度までの就職率実績推移 

＜実績＞ 
訓練コース数 １，６７０コース 
入所者数   ２４，３４０人 
 

【参考】 都道府県就職率 ５２－４％ 

独立行政法人設立以来 最高値。 

職業能力開発促進センター＇ポリテクセンター（等において、離職者の早期再就職に資するため、 
ものづくり分野を中心とした施設内訓練を実施。 

訓練では、現在仕事で取り扱っているインバーターやコンバーターといった回路や液晶パネルを使った配線作業など、積極的かつ丁寧に教えていただ
き、とても感謝しています。企業実習では、ポリテクセンターで学んだ制御図の図面が丌自由なく見ることができるなど、学んだ知識や技術を活かす
ことができました。訓練修了後に実習先の企業で働くこととなりましたが、企業実習のおかげですぐに職場の方とも円滑にコミュニケーションをとる
ことができました。                       （ポリテクセンター新潟 電気設備科修了生 平成２３年８月修了生） 

利用者の声 

訓練開始時から段階的できめ細かい面接指導 
の実施。 

職業能力開発施設が詳細な訓練生求職情報を 
独自に作成し、求人開拓先企業に提供。 

潜在的に採用意欲のある求人企業の開拓及び 
公共職業安定所との連携等による求人情報の提供。  

事業主との橋渡しのため、訓練生の採用面接や 
企業訪問に職業訓練指導員が同行。 

就職者数   13,569人 
 

※平成23年３月から平成24年２月までに開始した訓練コースの実績 
  で、修了実績については速報値。 

＜修了実績＞ 
・修了者数  １４，００８人 
・中退者数   ４，４０８人 
  （うち中退就職者数 ３，０４７人） 
・訓練受講中  ５，９２４人 

就職支援ツールを活用した就職支援の取組 

＇平成１３年３月末現在（ 

＇平成１３年３月末現在（ 

※平成23年３月から平成24年０月 
  までに終了したコースの就職者数   



就職促進活動計画 

策定 

＇就職対策委員会（ 

就職支援の流れ＇離職者訓練＇施設内訓練（（ 

Ｐ 
各就職支援 

メニューの実施 

Ｄ 
就職支援 

実施結果の 

評価 

Ｃ 
就職支援の 

改善・見直しの
方向性 

Ａ 

離職者訓練② 

就職支援 
ツールの 

活用 

【就職支援マップの活用】 
 厳しい雇用失業情勢に応じて就職支援の重点事項を設定し、就職支援項目ごとの進捗管理を実施。 

【就職支援行動ガイドの活用】 
 高い就職率を達成している指導員の就職支援に係る行動特性やノウハウを集約し、共有化。 

就職支援マップとは 
 

就職支援実施結果を評価し、改善・見直しに取
り組むため 
 ① 全国の取組やノウハウを形式知化し、  
  組織全体で共有化 
 ② 就職支援を右図のＰＤＣＡサイクルに 
  より実施 
 ③ 所長を最高責任者とした役割分担と 
  進捗管理 等を行う。 

就職支援マップ 

就職支援 

行動ガイド 

ワークガイ 

ダンス講習 

組織による支援 

＇支援計画．進捗管理（ 

指導員個人による支援 

受講者個人に 

対する支援 
 

＇個別相談形式（ 

受講者集団に 

対する支援 
 

＇グループ形式（ 

都道府県等への就職支援に係るノウハウの提供 

地方運営協議会やものづくり人材育成推進協議会等の各種会議等を活用し、「就職支援 
マップ」や「就職支援行動ガイド」等の就職支援のためのツールを紹介するとともに、 
活用方法の支援を合わせて行うなど、就職支援に係るノウハウの提供を実施。 

＜実績(23年度)＞ 
 提供件数 ４３２件 ・都道府県等 １３５件 

・民間    ２９７件 



ものづくり分野への重点特化 

地方運営協議会 
(職業訓練支援センター) 

地方運営協議会施設部会   
(職業能力開発施設) 

構成 

訓練計画専門部会 

・教育訓練に精通し、専門的・実務 
 的な立場から審査できる都道府県、   
 都道府県労働局等の関係行政機関        
 代表委員や民間教育訓練機関、大 
 学教授等の公益代表委員 
 

・訓練内容に関する専門的・実務的 
 な立場から審査できる経済団体代 
 表等の使用者代表委員 

 

離職者・在職者訓練の次年度計画（案）において、 
・各施設から半径４０ｋｍ圏内において、都道府県及び民間教育訓練 
   機関等の訓練科（コース）と競合がないか 
・訓練ニーズを踏まえた訓練設定となっているか 等 
   訓練科（コース）等の適否の審査（各訓練科（コース）ごとに 
   一つ一つ確認）を実施。 
（民間教育訓練機関等から意見を聴取した。） 

離職者訓練③ 

雇用失業情勢等に配慮しつつ、主に民間では実施していない、 
ものづくり分野へ重点特化し職業訓練を的確に実施 

    

0% 50% 100% 

H23 

H22 

H21 

ものづくり系 非ものづくり系 

95.0％ 

96.3％ 

96.6％ 

5.0％ 

3.7％ 

3.4％ 
(1,485ｺｰｽ) 

(497科) 

(1,565ｺｰｽ) 

(529科) 

(1,520ｺｰｽ) 

(517科) 

・能力開発に係るニーズ把揜 
・訓練実施計画の策定方針等 
・ものづくり分野に係る能力開発の推進 

・主にものづくり分野であって、当該地域において民間では実施できないもののみに限定して実施。 
・事業主団体等からの人材ニーズを把握した上で、真に必要とされている訓練コースを設定。 

訓練計画専門部会の設置 

審議 

ものづくり・非ものづくりのコース比率 

マシニングセンタ加工実習 
(テクニカルオペレーション科) 

ＴＩＧ溶接実習 
(金属加工科) 

太陽光発電システム施工実習 
(住環境計画科) 

＜主な訓練コース＞ 
テクニカルオペレーション科、金属加工科、電気設備科、 
電気・通信施工技術科、ビル設備サービス科、住環境計画科 等 

訓練コースの設定 
（参考） 
平成２３年度計画数（当初） 
【離職者訓練】  
 ４９７科 
【在職者訓練】 
 ４，１２６コース 
 

地域において必要であり、競合がないと 
認められた訓練コースに限定。 



評価シート０３ 
自己評価 Ｓ 

高度技能者の養成のための 

 職業訓練の実施 

 

高度技能者養成訓練 

・専門課程及び応用課程の修了者のうち就職希望者の就職率を各年度とも９５％以上と 
  すること。 

・地方公共団体との役割分担を一層明確化し、民業補完に徹する観点から、主として若 
  年者を対象とした高度職業訓練に特化・重点化したか。 

・産学連携や他大学等関係機関との連携を強め、より地域に開かれた施設運営に努めた 

  か。 

評価の視点 



5,968 7,158 
4,928 

7,331 

5,830 
6,286 

3,929 

5,807 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

応用課程 

専門課程 

高度技能者養成訓練① 

   

就職率 
＇数値目標 95％以上（ 

８７－０％ 
＇８６－４％（ 

・職業能力開発大学校等において、わが国の中小企業を中心とするものづくり産業を担う、高度な技能・技術を
持った若年人材を育成。 

専門 
課程 

  
応用 
課程 

  

＜内訳＞ 

一般・理系大学との比較 

実施内容 

実学融合の授業カリキュラムの設定 
（年間の授業時間1,404時間のうち65%が実技・実習） 

１年次から就職ガイダンスやキャリア・コンサルティングを 
きめ細かく実施 

職業人としての素養や職業意識を高める取組 
 
   

就職支援アドバイザーを中心としたジョブ・カードの活用による 
個別の就職支援の強化 
 

 ・職業社会論、キャリア形成論、生産現場を直接体験する 
  企業実習（インターンシップ）の実施 

・職務経歴書の書き方、面接指導など 

就職支援 

修了生の職場定着状況    

(注１)能開大については、修了生のフォローアップ調査の 
  結果（平成２２年調査） 

(注２)一般大学等については、新規学卒就職者の在職期間別 
      離職率の推移（資料出所：厚生労働省職業安定局集計） 

区分 
就職後＇3年後（ 

の定着率 

能
開
大 

専門課程 77.3% 

応用課程 84.9% 

一般の大学・短大 大学68.9%   短大59.5% 

能開大の求人増加率 

【参考】ハローワークの一般求人＇正社員（の増加率１／％ 
        H23.5月末 689,774人 → H24.2月末 829,572人 

              ＇資料出所（一般職業紹介状況＇厚生労働省発表（ 

＜平成２３年度入校者数＞ 
専門課程２，０５２人 、応用課程８９２人、専門課程活用型デュアルシステム５０人 

高度職業訓練への特化・重点化 

＜平成２３年度在校生数＞ 
 

 ・専門課程  ４，２６５人 
  

 ・応用課程  １，８５７人 

  ※平成２３年４月現在   

 
・高度な技術を兼ね備え、技術革新に対応できる人 
   材を育成し、厳しい雇用情勢の中で、引き続き高 
   い就職率を達成できるよう就職支援を強化 

 
・東日本大震災や円高の影響等により求人数が減尐 
   する中、過去の求人を分析し、採用実績のある企 
   業に重点化するなど効果的な求人開拓に努めた。 

(注）訓練修了生を採用した企業に対するアンケート結果（平成２２年調査） 

修了生に対する企業の評価    

採用した企業の９割が、他の一般採用者と比べて技能のレベルが「優れている」と回答  

優れている主な内容＇複数回答（ 

専門分野の技能・技術のレベルが高い 53.7% 
応用力が高く、新規分野・新製品にも速やかに対応できる 40.0% 
生産ラインの管理･改善を担っている、又は将来担うことが期待できる 48.4% 
自らの専門分野以外の分野の技能者に対しても、助言、指導することができる 12.6% 

（注1）能開大就職率については、各年度翌年４月末現在の実績。 
（注2）文部科学省と厚生労働省が実施した「大学卒業者の就職状況調査」（抽出調査）の数値。 
（注3）大卒求人倍率は、リクルートワークス研究所「第２６回ワークス大卒求人倍率調査」の数値。 

5月末 5月末 3月末 3月末 

14%増加 

48％ 
増加 

H22 H23 

※ H24.４月末 

就職者数 
2,0５５人 

９７．７％ 
（９７．０％） 

９８．６％ 
（９８．２％） 

就職者数 
1,1５５人 

就職者数 
9００人 

98.4% 

96.9% 
96.4% 

97.5% 
98.1% 

98.5% 

97.4% 

95.2% 
93.1% 

94.6% 

96.9% 

95.7% 

91.8% 

91.0% 

93.6% 

94.6% 
94.5% 

88.4% 

84.1% 

89.5% 

2.14  2.14  

1.62  

1.28  
1.23  

0.00  

0.40  

0.80  

1.20  

1.60  

2.00  

2.40  

2.80  

3.20  

3.60  

82.0% 

84.0% 

86.0% 

88.0% 

90.0% 

92.0% 

94.0% 

96.0% 

98.0% 

100.0% 

H19 H20 H21 H22 H23 

能開大就職率 
    （注1） 

理系大学就職率 
(注2) 

一般大学就職率 
           (注 2) 

大卒求人倍率（倍） 
(注 3) 短期大学就職率 

(注 2) 

高度な技術を兼ね備え、技術革新に対応できる人材を育成
し、厳しい雇用情勢の中で、引き続き高い就職率を達成 



                          共同研究の事例 「省力化、機能性の向上等を実現したバイ貝の大きさ選別機の設計・製作」 北陸職業能力開発大学校 

    

従来、手作業で長時間を要していた魚津市特産
品のバイ貝の選別作業について、 オートメー
ション化により尐人数、短時間、大量選別の実
現に向けた装置の設計･製作。 

オートメーション化により選別作業の効率化を実現する
とともに、船から水揚げした直後に船上での作業にも使
用できるよう防水対策や揺れ対策機能を付加。選別速度
の制御や選別中の機械振動の低減化に向け改良。 

課題 

＜バイ貝の大小選別試作機＞ ＜完成イメージ＞ ＜船上用選別機＞ 

能開大の取組 

小型の貝は
水槽へ落下 

  受託研究の事例 「飛行船を活用した遠隐制御上空撮影システムの研究開発」   青森職業能力開発短期大学校 

飛行機に比べ安価な飛行船を活用し、立入り
が困難な急傾斜地や危険区域での調査を行う
方法として、安定的な上空撮影と 
画像編集を容易にするための遠隐制御システ
ムの研究開発。 

飛行船にモータや動翼を搭載し、上空の風の状況に
応じて、安定した高度を維持できる遠隐操作システ
ムを開発。GPSモジュールの搭載により、地上にて
操縦者が高度計測や撮影位置を確認できる機能の精
度向上に向け改良。 

＜遠隐制御上空撮影システム＞ ＜飛行実験風景＞ ＜GPSモジュール＞ 

課題 能開大の取組 

長さ：約5.5㍍ 
重量：約１㎏ 

広く地域社会に 
開かれた施設運営 

高度技能者養成訓練② 

広く地域社会に開かれた施設運営の一環として、 
地域の中小企業等が抱える技術力強化等の課題解決のため、  

  ・中小企業等との共同研究 （８３件）（６５件） 

  ・中小企業からの受託研究 （ ６件）（１２件） 

共同研究・受託研究の件数 

篩の二重構造化による選別時間の短縮や一度に選別できる
サイズの増加が可能となり、バイ貝の選別作業の尐人数化
と短時間化を達成した。また、研究を通じて、ものづくり
の領域が広がり、職業訓練指導員の技能・技術も向上し
た。 

成果 

試作機を改良し軽量化を図るとともに、前後進制御回
路の製作により飛行船の運動性を向上させた。また、
総合制作において実施したことにより学生が実践的な
ものづくりを体験できた。 
 

成果 

H22 H23 0 

20 

40 

60 

80 

100 

65 
83 

12 
6 受託研究 

共同研究 

16%増 



                          

                          

県内の電気自動車研究プロジェクトに協力し、試作車のコンセプト
づくりや等の提供などの技術支援を行った 

能開大の資源を 
地域社会に開放 

県内の電気自動車研究プロジェクトに協力し、試作車のコンセプトづくりや等の提供などの
技術支援を行った 

（事例１） （事例２） 

県内の電気自動車研
究プロジェクトに協力
し、試作車のコンセプ
トづくりや製造場所等
の提供などを行った。 

 県内の機械系分野の事
業主団体に対して、「三次
元ＣＡＤ技術」、「ＰＬＣ制
御技術＇プログラムで定め
られた順序や条件に従っ
て、設備や機械の動きを
制御する装置（」、に関す
る講習会を実施した。 

＇滋賀職業能力開発短期大学校（  ＇北陸職業能力開発大学校（  

高度技能者養成訓練③ 

教育訓練等
の実施 

研究発表会
等での情報

提供 

研修等 

大学校等の 

施設・設備、 

機器等の活用 

指導員の 

派遣 
カリキュラム作
成等の支援 

その他 合  計 

３１件 
＇４６件（ 

１５件 
＇２２件（ 

０７件 
＇８件（ 

０８件 
＇１３件（ 

７０件 
＇６０件（ 

／件 
＇１件（ 

２１件 
＇２３件（ 

１０７件 
＇１２／件（ 

＜延べ件数＞ 
職業能力開発大学校指導員による工業高校等への支援 

地域の中小企業等に 
対して、企業誘致や 
企業支援等について、
人材育成や技術支援の
面から協力 

地域社会との連携 

実施内容 

                          

ものづくり体験教室の実施 

・開催回数   ２８５回（２３３回） 
 

・参加者数  33,286人（30,328人） 

                          
開催事例 

・アルミニウム製こまの製作 
 

・銅板レリーフの製作 
 

・ライントレースロボットの製作 

ものづくり体験教室（参加者数） 

25,000 

30,000 

35,000 

H22 H23 

30,328 

33,286 

０／％増加 

地域における「ものづ
くり」の啓発を行うた
め、地域の関係機関と
連携して「ものづくり
体験教室」を開催 

実施内容 

ものづくり体験教室 



評価シート０４ 

自己評価 Ａ 

在職者を対象とする職業訓練 

 の実施 

職業訓練指導員の派遣、訓練 

 設備の貸与等による連携・支援 

 

 

在職者訓練、事業主等 
との連携・支援 



評価の視点 

・受講者に対してアンケート調査を実施し、８０％以上の者から職業能力の向上に役立った旨の評価が得   
 られるようにすること。 

・事業主に対してアンケート調査を実施し、８０％以上の者から受講者に職業能力の向上が見られた旨の 
 評価が得られるようにすること。 

・中小企業等を主な対象として、ものづくり分野を中心に真に高度なもののみに限定して実施したか。 

・受講者が習得した能力について職場での適用状況等の確認・評価を実施したか。 

・地域ごとに、事業主団体等から意見を聴くことなどにより人材ニーズを把握した上で、訓練コースを設  
 定したか。 
・中小企業等を主な対象としていることに配慮しつつ、適切な費用負担を求めたか。 

・事業主等が効果的に職業訓練を実施できるよう、連携・支援を行ったか。また、適切な費用負担を求め  
 たか。 



在職者訓練 

在職者訓練、事業主等との連携・支援① 

21.3% 

76.3% 

2.2% 0.2% 

中小企業の労働者等を対象に訓練(セミナー)を実施することにより、技能継承、競争力強化を支援。 

受講者の満足度 
＇数値目標 80％以上（ 

８７－６％ 
＇８７－５％（ 

事業主の満足度 
＇数値目標 80％以上（ 

                         

訓練コース： 
電気設備設計と 
電動機制御の実務 
（香川センター） 
 
（要望）  
電気設備設計に加え
動力盤制御の実務が
できる人材を養成し
たい。 

（改善） 
既存のカリキュラムは
電気設備の設計に特化
した内容だったが、訓
練時間を増やして動力
盤の制御に関する実習
を追加し、設計業務に
加え、動力盤制御の実
務が習得できるカリ
キュラムに変更した。 

改善事例 

事業主アンケート調査を分析し、業務の質の向上に反映 

受講者アンケート 
（有効回答者数３４,３４８人） 

事業主アンケート 
（有効回答者数7,417社） 

（平成２３年度実績） 
訓練コース数 5,571コース、受講者数 39,332人       

８６－５％ 
＇８６－４％（  

大変役に立つ  役に立つ  役に立たない  全く役に立たない 

                          ・具体的事例を紹介しながら実技を行う内容で 
 とてもわかりやすかった（受講者） 
・職場内だけで得られない専門知識・技能が習得 
   できスキルアップにつながる（事業主） 

受講者・事業主からの声 

＇アンケート結果レーダーチャート（ 

訓練コースごとのアンケート結果を確認 

するため、右図のとおり６つの項目が 

比較できます。 

 

①役立ち度、②教材、③講師の指導法、 

④実習、   ⑤希望一致度、 

⑥ﾘﾋﾟｰﾄ度、 ⑦ｺｰｽ総合評価ｽｺｱ 

  

受講者アンケート等の結果をコースごとに「訓練カルテ」で分析することにより、コースの評価・改善に役立てている。 
訓練コースの品質保証をする仕組みであり、平成２１年度から全国で運用。 

＇コース別ＰＰＭチャート（ 
訓練コースごとの市場価値と
品質を評価するため、縦軸に
「応募率」、横軸に受講者アン
ケートの結果を点数化した
「コース総合評価スコア」を 
とり、時系列的な訓練コース
評価ができます。 

訓練カルテ方式の運用 

１回目 

総合評価スコア 

６６－４ 

０回目 

総合評価スコア 

４０－１ 

                          

＜第１回目＞ 
 総合評価スコア５１．２となり、特に指導法、教材が低かった。 
（要因） 
 受講者から、「言葉のみによる説明が多く、説明のスピードも速いため十分理解できなかった」、 
「テキストに図表等による解説が尐なくわかりにくかった」との意見。 
（改善・見直し） 
 ・ 電子回路図や特性グラフなどを活用した説明を多用した。 
 ・ テキストにデータシートの図解などの資料を追加し、わかりやすくなるよう工夫した。   

（訓練カルテ方式を活用した改善事例） 

＜第２回目＞ 
 総合評価スコア７７．５まで上昇。 
 受講者が訓練内容をより理解することで、 
 満足度を高めることができた。 

コース名：「アナログ回路の設計と評価の実践技術（トランジスタ編）」 

応
募
率 

46.9% 51.8% 

1.2% 0.1% 



 上記の基本方針に基づき、在職者訓練コースを設定していくため、設定基準を策定し、実施。 
 設定基準は、技能・技術や人材育成の分野の外部専門家による専門委員会において審議・決定し、機構が公表したものである。 

          ＇レベル０（  

制御機器の基本操作関連の訓練コース 

・人材育成ニーズを踏まえた訓練であること 
・中小企業等を主な対象とした訓練であること 
・ものづくり分野を中心とした訓練であること 
・地方公共団体との役割分担及び民間教育訓練機関等との 
   競合を踏まえた訓練であること 
・以下の訓練内容を満たすこと。 
 
    
                             
 
 

例９設定基準を満たす在職者訓練の範囲＇制御分野（ 

訓練内容 

・養成する能力は、以下の①～③のいずれかであること。 
 ① 現場力の強化及び技能の継承ができる能力 
 ② 生産性の向上を実現できる能力 
 ③ 新たな品質の創造又は製品を生み出すことができる能力 
・訓練の仕上がり像は、企業の生産活動等において、牽引的な 
  役割を担う人材の養成を図るものであること。 
 

基本的要件 

「設定基準」の主な内容 

実施した訓練コース例 

 
 
＜訓練概要＞ 
 実践的な実習機器による自動組立ライン
の構築実習を通して自動化ラインを構築す
るために必要な制御プログラミングの手法な
どを習得 
＜訓練内容＞ 
シーケンス制御の理論と実習自動化ライン
構築実習  など 

  

＇複合・統合（ 

情報通信技術や 

ロボット技術を組 

み合わせた制御 

ネットワークの構 

築・保守管理関 

連の訓練コース 

在職者訓練受講者のうち、
63.4％は中小企業に勤めている
方々 

ものづくり分野実施状況 

H23 

H22 

H21 

100%  

100%  

100%  

ものづくり分野 

（4,782コース） 

（4,722コース） 

（5,571コース） 

習得した能力の評価・測定 

訓練コースの受講を通じて習得した 
能力（習得度）の測定・評価のため、
訓練受講後に職場での適用状況を確認 

      ＇レベル１（ 

 制御機器の制御及び点検・ 
調整作業関連の訓練コース 

   ＇レベル２（ 
  多数の制御機 
  器を組み合わ 
 せた効率的な自 

動化製造ラインの構
築作業関連の訓練
コース 

受講者の費用負担 

                          
＇測定について（ 

受講者及び派遣した事業主に対し、「受講した訓練内容を 

理解し、職場の仕事に適用しているか」について測定を実施 

＇改善例（従来は、単独で動作する小型の電子機器
の開発技術を中心に展開していたが、公的電力系統
に接続する技術を学びたいとの声があった。 
 

コース内容を、小電力の制御＇効率重視（から大電力
の制御＇スマートグリッド（に変更したコースを設定 

＇測定項目（ 技能・技術等の専門的な内容の確認 
＇例（コース名９実習で学ぶパワーエレクトロニクス回路 
①スイッチング回路の特徴 ②コイル・コンデンサ ③インバータ設計 

在職者訓練、事業主等との連携・支援② 

地方公共団体との役割分担の一層の明確化を図り、民業補完に徹する観点から、ものづくり分野を
中心に「真に高度なもの」のみに限定して実施。 

＜自動化技術(自動組立．ライン構築・制御編（＞ 

※民間教育訓練機関、事業主団体、
行政機関等の有識者を構成員とする
訓練計画専門部会を設置し、ニーズ
に基づく訓練コースの設定の適否や
民間の訓練コースとの競合の有無に
ついて意見聴取・審査を行った上で
実施。 

全ての在職者訓練コース 
においてものづくり分野の
訓練を実施 

    中小企業の 
人材育成課題に対応した訓練 

受講者の多くが中小企業の従業員であることを踏まえ、受講料については教材費・光熱水料等実費相当額の費用負担を求めた。なお、この負担額は民間企業の従業員一人当たりの 
年間教育訓練費用とほぼ同水準であり、適切な費用負担をお願いしたものと思料。 
       



 

◈訓練延べ人員      ３１３，２４２人 （３２８，４７５人） 

     （うち指導員派遣 ８９，４３７人 （ ８８，５８９人） 

 ・職業訓練指導員の派遣数  ３，６９６人 （      ４，０５４人 ） 

 ・施設設備の貸不件数   １０，６３５件 （  １２，９９４件 ） 

◈緊急雇用対策講習の受講者数 １．０２１人 （     ２，４２９人  ）    

                          

【高度職業能力開発促進センター】 
 東京都内の金属プレス関係団体より、傘下企業の人材育成を支援するため、プ
レス加工に関する実務的な技能及びその裏付けとなる関連知識について、一体的
に学ぶことの出来る教育訓練を実施したいとの相談があった。 
 この相談を踏まえ、カリキュラム内容をプレス加工を行う上で必要となる材料
力学などの概論及び模擬実機を使った実技訓練とし、同団体へ職業訓練指導員を
派遣することにより、知識及び技能の向上を図った。 

  

事例１ 事例２ 

人材育成の
支援要請 

要請に対応
した支援 

高齢・障害・求職者 
雇用支援機構 

（事業主団体からの声） 
 指導員が作成したテキストがとてもわかりやすく、また実習の際も、難し
い部分も噛み砕いて説明して頂けたので、プレス加工技術に対する理解が深
まりました。 
 受講した全員が、知識及び技能の向上に役に立ったと感想を述べており、
大変有意義な訓練でした。 

（事業主団体からの声） 
  板金展開図に関する研修の計画を立てたものの、近隣には実施できる教育機
関が見当たらず困っていました。そのような時にポリテクセンターが支援を
行ってくれることとなり、とても助かりました。 
 研修を行うことで、青年部の若い組合員のモチベーションを高める効果もあ
り、よい研修を実施することが出来ました。 

在職者訓練、事業主等との連携・支援③ 

事業主等が行う人材育成を支援するため、職業訓練指導員の派遣、職業能力開発施設設備の貸与、
事業主等の人材育成計画の作成などを行い、中小企業等の能力開発に貢献。 

支援状況の推移 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

500,000 

H20 H21 H22 H23 

356,451人 395,404人 330,904人 314,263人 

事業主支援に係る延べ人員（※） 

(※)機構の指導員が直接支援を行った人数に加え、施設・設備の貸出等を利用した人数 

事業主の要請に応え、毎年度２／万人以上に対して支援を行っている。 

事業主等との連携・支援 

事業主 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

在職者訓練受講者数 

震災による景気の悪化に伴い、被災 
地域等を中心とした８施設において 
訓練延べ人員が約０万５千人減尐。 

43,803人  
42,367人 

35,778人 

39,332人 

連携・支援 

【宮崎センター】 
  宮崎県内の板金工業組合から、傘下の組合員において、板金展開図面は読めるが
的確に作成できる人が尐ないことから、組合員の技能向上を図るため、板金展開図
面の作成に関する教育訓練を実施したいとの相談があった。 
 この相談を踏まえ、カリキュラムを材料特性などの概論や板金板取展開に関して
各種展開技法を使った製品の展開ができるための技能を習得するなどの内容とし、
同組合へ職業訓練指導員を派遣することにより、知識及び技能の向上を図った。 
  

利用者の費用負担 

職業訓練指導員の派遣や施設設備の貸不に係る電気代の実費等を考慮し、費用負担を求めた。 
       



評価シート０５ 

自己評価 Ａ 

技能習得の指導、訓練コーディネート、キャリア・コンサルティング、 
 就職支援など、幅広い能力を有する人材の養成 
訓練コース・職業訓練技法の開発等 
開発途上国からの研修生の受入れ、職業訓練指導員の海外派遣等 

指導員の養成、訓練コースの開発、 
                    国際連携・協力の推進等 



評価の視点 

・訓練コーディネート、キャリア・コンサルティング、就職支援など、幅広い能力を有する人材を養成した 

 か。 

・効果的・効率的な職業訓練の実施に資する調査・研究を実施し、その成果を民間教育訓練機関や地方公共団 

 体等に提供したか。 

 ・環境・エネルギー分野などの新しい分野の訓練カリキュラム開発を進めたか。 

・開発途上国からの研修生の受入れや、職業訓練指導員の海外への派遣等を効率的・効果的に推進したか。 



・職業能力開発総合大学校において、技能習得の指導、訓練コーディネート、キャリア・コンサルティング、 
就職支援など、幅広い能力を有する人材の養成。 

・就職率  ８７－２％＇８８－４％（ 
＇就職者数０６５人＇０７１人（（ 

産業構造等の変化 
＇長期課程（ 

 指導員就職率  ３７－／％＇２７－６％（ 

 ＇指導員就職者数 ７５人＇５４人（（ 

職業訓練指導員の養成 

指導員養成のカリキュラム 

国立大学工学部カリキュラムの約２倍の 

               ５，７８４時間 

求められる能力の変化 

職業訓練指導員の養成① 

求人情報の早期把握と求人確保 

・就職支援センター設置・先輩OB等との連携強化等 

指導員就職意欲の醸成と強化 

・現職指導員による講話の実施＇１年次（ 

・実務実習の早期実施＇3年時（ 

教
育
内
容
の
充
実 

就
職
支
援
の
強
化 

職業訓練ニーズへの的確な対応 

企業でのインターンシップの実施等＇３年次（ 

指導員需要に対応したカリキュラム等の設定 

複数の指導員免許の取得に必要な幅広い教科目 職業訓練指導員の就職状況の推移 

カリキュラム構成 

   
ものづくり関係＇専門実技・ 
専門学科（＇4,010Ｈ（ 

訓練指導関係＇４３５Ｈ（ 

キャリア・コンサルティング 
コース・コーディネート関係 
＇１２７Ｈ（ 
専門基礎学科＇８８／Ｈ（ 

69.3% 9.4% 

4.1% 17.1% 

生産現場で実際に使用
する設備・機械による
基礎から応用までの徹
底した技能訓練 

（例） 機械システム工学科 
  訓練する専門分野  １３種類３１作業 
     うち技能検定２級レベル   ６作業 
       技能検定３級レベル  ２５作業 

・指導員としての心得  
・指導技法 
・指導案の作成の基本 

機構及び都道府県・民間の訓練施設において 
指導員業務の実務実習を実施 

 
 

 
 
 

ロールプレイング等 
実践的なトレーニング 

技能・技術への対応 
 

職業訓練指導員に求められる役割を踏まえた特徴的なカリキュラムの実施 

ものづくり関係 訓練指導関係 
キャリア・コンサルティング関係 
訓練のコース・コーディネート関係 

その他に専門基礎学科９９０時間 

習得した技能・技術を 
教えることができる能力を 
身に付ける専門実技 

職業能力開発の専門家に必要な科目 

・キャリア・コンサルティング技法 
 （職業指導・相談） 
・産業・経済の動向、能力開発ニーズの把揜の手法 
・ニーズを踏まえた能力開発体系の形成・ 
 カリキュラム設定のあり方 

技能・技術の習得やその指導力だけでなく、キャリア
形成支援・就職支援等職業訓練指導員として必要と
なる能力に対応するためのカリキュラムを設定 

幅広い能力を有する人材の養成 

16 
27 31 

42 39 
56 

3 

6 

37 
30 

26 

30 
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応用研究課程 専門課程 

研 修 課 程 
受講者数の内訳 

＜実施状況＞ 
○実施コース １７７コース（１６２コース） 
○受講者数  ２，３９２人（１，７９４人） 
(うち都道府県等１，２５６人(１，０４４人)、民間１２３人
(６６人)、機構１，０１３人(６８４人)) 

※研修成果のアンケート調査を行い、研修目的の達成感について、 
 ９２．４％の者から研修目的を達成したとの回答を得た。 

指導員再研修 

職業訓練指導員の養成② 

・職業訓練指導員の専門性の拡大・レベルアップや新たな職種を担当するための研修の実施。 
     【対象者】  公共職業能力開発施設＇都道府県等及び機構（の指導員、認定訓練校の指導員、企業の教育訓練指導者 など 

 
職業訓練指導員が、新たに又は追加して免許を取得 

 

応用課程に携わる職業訓練指導員に必要となる 
高度な知識及び技能等を付不。 目 的 目 的 

＜実施状況＞ 
○実施コース  ７コース（８コース） 
○受講者数  ２８人（５８人） 

＜実施状況＞ 
○実施コース  ２コース（２コース） 
○受講者数   ９人（８人） 

＜訓練コース＞ 
 機械科、溶接科、電気科等 

＜訓練コース＞ 
 生産機械システム専攻 
 建築施工システム専攻 

・キャリア・カウンセリング技法等習得 

・訓練コーディネート手法の習得 
・指導能力の向上 
・新任の指導員を対象とした研修 

新訓練コースの実施、カリキュラム
の充実に 向けたスキルアップ（制御
技術、光通信技術等専門的な知識や
新技術の習得） 

専門分野に係る知識及び技能、 
技術の更なる習得あるいは専門 
領域の拡大 

訓練技法開発研修等 技能・技術実践研修 テーマ別研修 

目 的 目 的 目 的 

＜実施状況＞ 
 ９２コース １，６２７人 
（８５コース １，２２４人） 

＜研修コース例＞ 
・企業内ＯＪＴ相談支援力向上研修 
・受講者満足を高める教授技術 
・ＰＯＣＥの一貫性を実現する授業計画 
 の作成 

＜実施状況＞ 
 ８２コース ７６２人 
（７３コース ５６６人） 

＜研修コース例＞ 
・人間工学的ものづくり手法の基本技術 
・環境・エネルギー有効利用技術 
 （省エネルギー化技術） 

＜実施状況＞ 
 ３コース ３人 
（４コース ４人） 

＜研修コース例＞ 
・機械加工における精度向上技術 

都道府県等の指導員研修実績 

                        
H22 

                        
H23 

出前型研修の積極的取組 

実施状況 

【実施地域】 
・北海道ほか２２都府県 
４１回 １，５１７人（２３回 ５６０人） 

都道府県等 民間 機構 

1,013．42% 
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前年度を上回る 
受講者数を確保！ 

０６／％増加 



職業訓練の実施に資する調査・研究 

◇厚生労働省 

政策上の見地から必要とされる
職業能力開発に関するテーマ 

◇機構 

職業能力開発に係る業務
の実施上必要なテーマ 

 ＜総合大＞ 
 

学識経験者・産業界等の外部有識者 
 

テーマの選定 

○公共職業訓練の効果測定手法に関する調査研究 

主な調査・研究テーマ等とその実績 

普及・活用 

電気・電子、情報・通信、非金属加工、繊維・繊維製品分野の訓練について、技能・技術の動向や能力開発 
ニーズに的確に対応した内容とするため、今日的視点から現行の職業訓練の基準や細目の見直しに必要な 
調査研究を行う。 

公共職業能力開発施設における多様な訓練設定や訓練コーディネート等の支援状況の把握、各種支援 
ツール、調査研究資料等の分析を行い、公共職業訓練等のコース開発等のため、業種や訓練形態を超えて 
横断的・汎用的に利用できる「訓練コースのコーディネートマニュアル＇仮称（」の作成に着手した。 

調査研究会で提案を受けた具体的な評価指標とその計測手法について、訓練実施施設等の協力を得て 
パイロット調査等を実施し、妥当性、正確さ、実用性、実現可能性を有する計量的な評価・測定手法について 
検討、検証等を行う。 

【アクセス件数  】 
  ８８６，９３０件 
  （１，０７２，００７件） 

研究報告書等の配布件数 
○求職者に対する訓練コースのコーディネート等に関する調査研究 
 ，教育訓練機関に対する離職者訓練コーディネートプロセスの確立， 

○分野別実践的カリキュラムの設定に係る基礎研究 
  ， 電気・電子、情報・通信、非金属加工、繊維・繊維製品分野， 

○総合的かつ体系的な職務分析の推進＇「生涯職業能力開発体系」のメンテナンス及び整備等（ 

職務内容の大幅な変化や新たな職務の発生などが認められる業界団体を対象として職務分析を行い、 
その結果を基に職業能力体系の見直しを行う。 

委員会の設置 

研究報告書等を作成し、民間教育訓練機関
や地方公共団体等へ配布 

  【配布件数】  
 

 延べ３，８０４機関 
  （延べ2,113機関） 

＇上半期（ 

カリキュラムを科目ごとから系ごとで一括してダウン 

ロードできるようにし、利便性の向上を図った。 

訓練コースの開発 

・訓練コース・職業訓練技法の開発等、職業訓練の実施に資する調査・研究の実施及び成果の提供。 

       ＜訓練カリキュラムの開発＞ 
○新成長戦略（平成２１年１２月閣議決定）に基づく環境・エネルギー分野のイノベー
ションに対応できる人材育成のため、職業能力開発大学校等において平成２４年４月に
開設する「電気エネルギー制御科」の標準カリキュラム(４５科目)等を作成。 

厚生労働省と機構との協議により 

０／テーマを選定。 

研究報告書等の配布件数の推移 

1,000 
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前年比180％ 
 （機関） 

2,113 

3,804 

職業能力開発総合大学校ホームページ公開 

０回のアクセスとダウンロードで平均３６ファイル＇カリキュラム
等（の取得が可能となった。 

【ダウンロード件数】 
   ２４，４５６件 
    （３３，４６４件） 


